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NECは業務命令といって面談し退職を強要し
ている、実態を調査し直ちにやめさせるべき
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2012年11月号外 日本共産党の見解を紹介します。

田村：「NECでは希望退職に応じない

と明確に表明しても、業務命令だといっ

て多い人で2ヵ月に10回もの面談が

行われ、退職を繰り返し迫っている。

希望を募る範囲を超えている」

NEC調査、指導必要

大臣：「退職勧奨は全体として被勧奨者の自由な意志決定

が妨げられる状況の場合には違法な権利侵害になると述べ

た最高裁判例がある」「NECの例についても出向いて調査し、

必要な指導をすることが必要と思う」

他の企業のリストラ計画にも対応を

相談複数なら調査

大臣：「一つの企業の複数の労働者

から相談が寄せられた場合は、こち

らから企業に出向いて事実関係を確

認し、必要な指導をする必要がある」

田村：「労働者から退職強要が疑わ

れる事例の相談があった場合、組織

的にやられていると疑い調査し、指導

すべきだ」
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質問する田村智子議員 8/27参
院決算委「しんぶん赤旗」から

小宮山
厚労相

リストラアセスメント法・条例の制定で大量解雇規制を

はたの君枝(左）と日本共産党が「雇用・労働提言」(案) を発表

「大企業のリストラに対し、事前に計画の全容、大量解雇・人員削減

計画や再就職援助計画を提出させ、第3者委員会で不可避性、妥当

性を検討し、許可権限を国と自治体が持つようにする」(提言）

小宮山厚労相に質問する田村智子
議員 （右）「しんぶん赤旗」から

（当時）

（当時）



早くから韓国や台湾の企業を下請

け化。９０年代以降は直接の技術供

与や委託生産。さらに素材・装置メー

カーによる製品にパックされた技術

輸出・流出を繰り返す。

赤字、円高、国際競争力強化、不景気、だからリストラは仕方がない？

労働者を守るルール確立で、経済も企業も発展人材こそ宝、競争力の源泉。この原点に立ち帰れ

日本共産党

リストラ
ではなく

歴代政府は財界いいなりにリストラ

を促進のテコともなる産業再生法や

非正規に置き換える労働者派遣法な

どを制定してきました。こういった甘

やかしの政策が本来、大企業経営者

の努力で危機打開をはかるべきなの

に安易に労働者に犠牲を転嫁する道

をつくってきたのではないでしょうか。

電機産業のものづくり衰退の原因は経営戦略にある

日本の技術と国内生産を守り発展させる長期の展望を

日本製品の性能の高さと技術力を築いて

きたのは、日本の労働者、消費者です。企

業は自国の技術を守り、国内のものづくり

を大切にする戦略をたてるべきではないで

しょうか。資源の乏しい日本にとってまじめ

に働く国民こそが最大の宝です。これを粗

末にして安定的な発展はありません。

経営者を甘やかす政治が結局、企業の力を弱くしてきた

ソニーの盛田昭夫元会長は労働時

間や賃金、下請け企業との関係など

で世界に通用しない「日本型経営」の

問題を指摘し必ず破綻がくると告発

しました（*)。この弱点を1社で直そう

と思っても競争社会でつぶされてし

まうから、社会でルールをつくるべき

だ、と主張しました。この当時よりずっ

と深刻な現在、政治の果たす役割が

求められます。

日本経営の「異常」規制するルールがあってこそ企業も発展

(*)『文藝春秋』92年2月号論文「『日本型経営』が危ない」

リストラや労働条件の改悪、成果主

義の導入、非正規からの置き換えな

どで労働者が自由な発想で力を発

揮できる環境を奪う。一部技術者が

海外へ流出。

原因① 技術を底抜けに流失 原因② 労働者を大事にしない

アジア企業に敗北、国内でのものづくりが崩壊の危機へ

労働者の所得が減り内需が落ちこみ長期不況

国民の所得を増やし、経済を内需主導で健全な成長の軌道へ

非正規雇用をなくし、正社員が当たり前の社会に

最低賃金を大幅に引き上げ「働く貧困層」をなくす

サービス残業、長時間・過密労働をなくし雇用を増やす

不当解雇や強制配転をなくし、労働者の権利をまもる

大企業と中小企業との公正な取引のルールをつくる

原発をなくし再生可能エネルギーへの抜本的転換をはかる

日本共産党の提案


